
＜支援の内容＞
○ 過疎地域等における幹線バス、デマンドタクシー等の運行 ○ 離島航路・航空路の運航

○ バス車両の更新等

１．地域の特性に応じた生活交通の確保維持（地域公共交通確保維持事業）

＜支援の内容＞

２．快適で安全な公共交通の構築（地域公共交通バリア解消促進等事業）

○ 地域鉄道の安全性

３．公共交通の充実を図るための
計画策定等の後押し
（地域公共交通調査等事業）

地域の活性化等の成長戦略も踏まえ、多様な関係者の連携により、地域公共交通の確保・維持を図るとともに、
地域公共交通の改善に向けた取組みを支援

地域公共交通確保維持改善事業 ～生活交通サバイバル戦略～

平成２６年度予算案 ３０６億円
（対前年度比１：００）

○ 鉄道駅におけるホームドア・エレベーターの整備、
ノンステップバスの導入等

○ ＬＲＴ・ＢＲＴの整備、ＩＣカードの導入・活用等

＜支援の内容＞
○ 被災地の幹線バスの運行（運行費補助要件の緩和等の特例措置により対応）
○ 仮設住宅等を巡る地域内バス等の運行（実証運行の通年化等の調査事業の特例措置により対応 ）

【東日本大震災対応】 被災地のバス交通等に対する柔軟な支援

○ 地域鉄道の安全性
向上に資する設備（※）の
更新等

【ＬＲＴ】
低床式路面電車による
幹線的な交通システム

【ＢＲＴ】
連節バス、バスレーン等を
組み合わせた幹線的な交通
システム

＜支援の内容＞

○ 地域公共交通網の形成のための計画の
策定に資する調査

○ バスからデマンドタクシーへの転換等の生活交通の
確保等に係る地域の合意形成に資する調査

○ 公共交通マップの作成等を
通じた地域ぐるみでの利用促進

（地域公共交通調査等事業）

平成２６年度予算案 ２５億円
（東日本大震災復興特別会計：復興庁一括計上分）

（※）レール、マクラギ、ATS、車両等
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調査事業 

地域の公共交通の確保維持改善にかかる計画の策定調査等 

補助対象 

補助対象者 

上記の計画の策定を設置目的の一つとする多様な地域の関係者により構成される協議会（補助
要綱第２条第１号に規定する協議会のほか、地域公共交通活性化・再生法に定める法定協議会、
離島航路協議会等、既存の協議会を含む。 ） 

 
計 策定 な経費 協議会 催等 事務費 デ 集 析 費 住

補助対象経費 

計画の策定に必要な経費  （協議会開催等の事務費、地域のデータの収集・分析の費用、住
民・利用者アンケートの実施費用、専門家の招聘費用、モビリティマネジメントの実施等地域住民
への啓発事業の費用、短期間の実証調査のための費用等。） 

 
定額（２０００万円以下）

補助率 

定額（２０００万円以下）



調査事業の流れ 
協議会 国（運輸局等）協議会

提 出 交付申請書 

国（運輸局等）

様式５－１ 
（変更：５－３）

申請書を審査 

事業の実施 

（変更：５ ３）

大臣からの交付決定 
様式５－２ 

（変更：５－４） 

大臣の要求があった場合

通 知 

状況報告  提 出  受理
大臣の要求があった場合

様式５－５ 

切 事業完了後 月以内又は ／

提 出 完了実績報告書 

補助金額の確定

報告書を審査 

通 知

様式５－６ 

〆切：事業完了後１ヶ月以内又は４／１０

補助金額の確定通 知

様式５－７ 

提 出 

様式５－８ 

補助金支払い請求書 

補助金の交付

補助財産の目的外
使用等 承認申請

提 出 申請書を審査

支 払 い 

使用等の承認申請
提 出

様式５－９ 

目的外使用等の承認 通 知 
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